
【財形住宅資金貸付勘定】
（単位：円）

現金預け金 7,532,690,903 借入金 143,600,000,000
現金 33,988 民間借入金 143,600,000,000
預け金 2,969,368,370 債券 636,765,233,996
代理店預託金 4,563,288,545 財形住宅債券 637,400,000,000

貸付金 824,438,323,962 債券発行差額（△） △ 634,766,004
手形貸付 8,800,000 その他負債 212,593,871
証書貸付 824,429,523,962 未払費用 101,127,254

その他資産 1,238,940,347 その他の負債 44,038,025
未収収益 1,230,984,768 他勘定未払金 67,428,592
その他の資産 7,852,879 賞与引当金 24,967,472
他勘定未収金 102,700 退職給付引当金 1,071,809,246

貸倒引当金（△） △ 4,930,439,732 保証料返還引当金 1,150,591,600
抵当権移転登記引当金 994,049,628

783,819,245,813

利益剰余金 44,460,269,667
積立金 41,828,911,080
当期未処分利益 2,631,358,587
（うち当期総利益）

44,460,269,667

828,279,515,480 828,279,515,480

(2,631,358,587)       

貸　借　対　照　表
（平成23年３月31日現在）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）

資産の部合計 負債の部及び純資産の部合計

負債の部合計

（純資産の部）

純資産の部合計



【財形住宅資金貸付勘定】
（単位：円）

経常収益 16,001,283,451
資金運用収益 15,976,208,325
貸付金利息 15,953,200,758
預け金利息 23,007,567

役務取引等収益 17,277,500
その他の役務収益 17,277,500

その他経常収益 7,797,626
その他の経常収益 7,797,626

経常費用 13,595,498,747
資金調達費用 9,919,732,596
借入金利息 2,474,977,316
債券利息 7,442,969,028
他勘定借入金利息 1,786,252

役務取引等費用 316,155,600
役務費用 316,155,600

その他業務費用 15,850,327
債券発行費償却 15,850,327

営業経費 804,328,862
その他経常費用 2,539,431,362
貸倒引当金繰入額 2,497,987,462
保証料返還引当金繰入額 41,443,900

経常利益 2,405,784,704
特別利益 225,573,883
償却債権取立益 442,000
その他特別利益 225,131,883
勘定間異動に伴う退職給付引当金戻入額 26,656,307
抵当権移転登記引当金戻入額 198,475,576

当期純利益 2,631,358,587
当期総利益 2,631,358,587

科　　目 金　　額

損　益　計　算　書
（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）



【財形住宅資金貸付勘定】
（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
貸付けによる支出 △ 1,062,920,000
人件費支出 △ 414,897,906
その他業務支出 △ 1,065,485,486
貸付金の回収による収入 120,968,079,423
貸付金利息の受取額 16,183,294,641
貸付手数料等収入 16,233,000
その他業務収入 9,493,257
小計 134,633,796,929

利息及び配当金の受取額 23,007,567
利息の支払額 △ 9,618,544,333

125,038,260,163

Ⅱ　財務活動によるキャッシュ･フロー
民間長期借入金の借入れによる収入 143,600,000,000
民間長期借入金の返済による支出 △ 165,600,000,000
債券の発行による収入（発行費用控除後） 123,998,769,673
債券の償還による支出 △ 227,300,000,000

△ 125,301,230,327

Ⅲ　資金減少額 △ 262,970,164
Ⅳ　資金期首残高 7,795,661,067
Ⅴ　資金期末残高 7,532,690,903

財務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動によるキャッシュ・フロー

キャッシュ・フロー計算書
（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）



【財形住宅資金貸付勘定】
（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 2,631,358,587
　　当期総利益 2,631,358,587

Ⅱ　利益処分額
　　積立金 2,631,358,587 2,631,358,587

利益の処分に関する書類



（単位：円）

 

　　 資金調達費用 9,919,732,596

役務取引等費用 316,155,600

その他業務費用 15,850,327

営業経費 804,328,862

その他経常費用 2,539,431,362 13,595,498,747

 

資金運用収益 △ 15,976,208,325

役務取引等収益 △ 17,277,500

その他経常収益 △ 7,797,626

償却債権取立益 △ 442,000

勘定間異動に伴う退職給付引当金
戻入額 △ 26,656,307

抵当権移転登記引当金戻入額 △ 198,475,576 △ 16,226,857,334

業務費用合計 △ 2,631,358,587

306,037

△ 2,631,052,550Ⅲ　行政サービス実施コスト

Ⅰ　業務費用

行政サービス実施コスト計算書
（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

(2) （控除）自己収入等

Ⅱ　引当外退職給付増加見積額

(1) 損益計算書上の費用

【財形住宅資金貸付勘定】



重要な会計方針（財形住宅資金貸付勘定） 

 
１ 改訂後の独立行政法人会計基準の適用 
当事業年度より、改訂後の独立行政法人会計基準を適用して財務諸表等を作成していま
す。 

 
２ 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 
 貸付金の貸倒れによる損失に備えるため、債務者を、正常先、要管理先以外の要注意
先、要管理先、破綻懸念先、実質破綻先及び破綻先に区分し、次のとおり計上していま
す。 
ア 破綻先及び実質破綻先については、個々の債権ごとに担保等による回収可能見込額
を控除した残額を引き当てています。 

イ 破綻懸念先については、個々の債権ごとに担保等による回収可能見込額を控除した
残額について、過去の一定期間における実績を踏まえた予想損失率に基づき引き当て
ています。 

ウ 正常先、要管理先以外の要注意先及び要管理先については、過去の一定期間におけ
る実績を踏まえた予想損失率に基づき引き当てています。 

 
平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響については、債務者の被害状況及び 

担保物件の状況等の実態を、可能な限り自己査定に反映させ、合理的な見積額を計上して
います。 
 
(2) 賞与引当金 
 役員及び職員に対して支給する賞与に充てるため、翌期賞与支給見込額のうち当期対
応分を計上しています。 
 
(3) 退職給付引当金 
 役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき計上しています。 
  過去勤務債務は、その発生時の役職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）に
よる定額法により按分した額を費用処理しています。 
  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における役職員の平均残存勤務期間内の一
定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用
処理することとしています。 
 
(4) 保証料返還引当金 
 貸付金に係る貸付けを受けた者がその債務の保証を独立行政法人住宅金融支援機構法
（平成17年法律第82号。以下「機構法」といいます。）附則第６条第１項に規定する財
団法人公庫住宅融資保証協会に委託したときに支払った保証料のうち、未経過期間に対
応するものの返還に必要な費用に充てるため、返還見込額を計上しています。 

 
 



(5) 抵当権移転登記引当金 
 機構法附則第３条第１項の規定により住宅金融公庫から承継した貸付金に係る抵当権
の将来における当機構への移転登記に必要な費用の支払いに備えるため、将来の支払見
込額を計上しています。 

 
３ 債券発行差額の償却方法 
 債券の償還期限までの期間で均等償却しています。 

 
４ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 
 政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用については、10年利付国債の平成23年３月
末利回りを参考に1.255％で計算しています。 

 
５ 消費税等の会計処理 
 税込方式によっています。 

 
６ 表示方法の変更 

  キャッシュ・フロー計算書 
前事業年度において「他勘定借入金の借入れによる収入」及び「他勘定借入金の返済

による支出」を区分表示していましたが、当事業年度より「他勘定短期借入金の純増減
額」として純額表示しています。なお、当事業年度の「他勘定借入金の借入れによる収
入」は113,300,000,000円、「他勘定借入金の返済による支出」は113,300,000,000円で
す。 



注記事項（財形住宅資金貸付勘定） 

 
１ キャッシュ・フロー計算書関係 
  資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
  現金預け金 ：  7,532,690,903円  
  資金期末残高：  7,532,690,903円 

 
２ 行政サービス実施コスト計算書関係 
 引当外退職給付増加見積額については、国からの出向職員に係るものです。 

 
３ 退職給付関係 
(1) 採用している退職給付制度の概要 
 確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けています。 
 

(2) 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 (A) △ 1,606,007,769
年金資産 (B) 415,302,005
未積立退職給付債務 (C)=(A)+(B) △ 1,190,705,764
未認識過去勤務債務 (D) 0
未認識数理計算上の差異 (E) 118,896,518
貸借対照表計上額純額 (F)=(C)+(D)+(E) △ 1,071,809,246
前払年金費用 (G) 0
退職給付引当金 (F)-(G) △ 1,071,809,246

（単位：円）
平成23年３月31日現在区　　分

 

(3) 退職給付費用に関する事項

勤務費用 40,894,995
利息費用 31,649,562
期待運用収益 △ 8,499,704
過去勤務債務の損益処理額 0
数理計算上の差異の損益処理額 14,591,623
その他（臨時に支払った割増退職金等） 0
退職給付費用 78,636,476

自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日区　　分

（単位：円）

 

  (4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

平成23年３月31日現在
ア　割引率 ２.０％
イ　期待運用収益率 ２.０％
ウ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
エ　過去勤務債務の額の処理年数 10年（発生時の役員及び職員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による按分額を損益処理しています。）
オ　数理計算上の差異の処理年数 10年（各年度の発生時の役員及び職員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による按分額を、それぞれ発生
年度の翌年度から損益処理しています。）

区分

 

４ 金融商品関係 
(1) 金融商品の状況に関する事項 
金融商品の状況に関する事項については、注記事項（法人単位）に記載しています。 



(2) 金融商品の時価等に関する事項 
  期末日における主な金融商品の貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりです。 

（単位：円）

7,532,690,903 7,532,690,903 0

824,438,323,962

△ 4,923,209,494

819,515,114,468 825,461,526,631 5,946,412,163

827,047,805,371 832,994,217,534 5,946,412,163

143,600,000,000 143,600,000,000 0

636,765,233,996 640,493,401,283 3,728,167,287

780,365,233,996 784,093,401,283 3,728,167,287

（※１）

（※２）

 (2) 債券（※２）

 負債計

貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金等を控除しています。

債券発行差額については、重要性が乏しいため、貸借対照表計上額から直接減額しています。

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

 (1) 現金預け金

 (2) 貸付金

      　貸倒引当金（※１）

 資産計

 (1) 借入金

 
（注）金融商品の時価の算定方法 

  資 産
  (1) 現金預け金 
    預け金は全て満期のないものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額を時価としています。 
  (2) 貸付金 
    貸付金の種類及び債務者区分、期間に基づく区分ごとに、将来キャッシュ・フロー

を見積もり、同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定
しています。 

    また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保による
回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借
対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価と
しています。 

    なお、貸付金のうち、手形貸付については、約定期間が短期間であり、時価は帳簿
価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としています。 

 
  負 債
  (1) 借入金 
    約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

を時価としています。 
  (2) 債券 
    元利金の合計額を同様の新規発行を行った場合に想定される利率で割り引いて時価

を算定しています。 
 
５ 重要な債務負担行為 
 該当事項はありません。 

 
６ 重要な後発事象 
 該当事項はありません。 


